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第143期定時株主総会招集ご通知に関しての
インターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

太平洋興発株式会社

法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ
イト（http://www.taiheiyo.net）に掲載することにより、株主の皆様に提
供しているものであります。

表紙
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連　結　注　記　表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数
　14社
・主要な連結子会社の名称
　㈱太平洋製作所　　訓子府石灰工業㈱　　太平洋運輸㈱　　㈱太平洋シルバーサービス
　太平洋石炭販売輸送㈱

②　非連結子会社の状況
　該当事項はありません。

③　議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況
・当該会社等の名称
　太平洋炭礦㈱
・子会社としなかった理由
　同社は、平成14年１月の炭礦閉山に伴い、国内炭採炭事業から撤退し実質的に清算状態にあり、ま

た、同年５月に同社の債権者との間で債務処理に関する合意が成立し、現在、同社はその合意に基
づき厳正に管理されているために、有効な支配従属関係が存在していないため。

・同社の財政状態及び連結会社による投資・債権等（平成30年３月31日現在）
(ｲ) 財政状態

資本金 50百万円
総資産額 7,673百万円
純資産額 △1,445百万円

(ﾛ) 連結会社による投資・債権等
投資額 0百万円
債務保証額 5,727百万円

⑵　持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
　イ．たな卸資産
　　・販売用不動産、未成工事支出金、商品及び製品（輸入炭）
　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
　　・その他のたな卸資産
　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
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　ロ．その他有価証券
・時価のあるもの
　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法
　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの
　移動平均法による原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　イ．有形固定資産（リース資産を除く）
　　　定率法
　　　ただし、平成11年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　　建物及び構築物　　　　２年～65年
　　　　機械装置及び運搬具　　２年～22年
　ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　　　定額法
　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（最長５年）に基づく定

額法を採用しております。
ハ．リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法を採用しております。

ニ．少額減価償却資産
　取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、法人税等の規定に基づき、３

年間で均等償却を行っております。
③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金
　　当社及び連結子会社は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

ロ．賞与引当金
　　当社及び連結子会社は、従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
ハ．債務保証損失引当金
　　債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上し

ております。
④　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、期間定額基準によっております。
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ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
　　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理しております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の処理方法
　　為替予約については振当処理の要件を充たしている場合は振当処理を、金利スワップについては

特例処理の要件を充たしている場合は特例処理を行っております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
　　・ヘッジ手段　　　為替予約
　　　ヘッジ対象　　　外貨建仕入債務
　　・ヘッジ手段　　　金利スワップ
　　　ヘッジ対象　　　借入金
ハ．ヘッジ方針
　　主として当社のリスク管理方針に基づき、将来の為替相場及び金利変動リスクの回避のためにヘ

ッジを行っております。
ニ．ヘッジ有効性評価の方法
　　振当処理の要件及び特例処理の要件をもって、有効性の判定に代えております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項
・消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

⑦　表示方法の変更
（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「保険解約返戻金」は、営業
外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することといたしました。
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２．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

現金及び預金（定期預金） 250百万円
リース債権及びリース投資資産 543百万円
建物及び構築物 3,676百万円
機械装置及び運搬具 23百万円
有形固定資産その他 1百万円
土地 6,596百万円
投資有価証券 220百万円
投資その他の資産その他 108百万円

計 11,420百万円
　上記物件等について、支払手形及び買掛金0百万円、短期借入金3,181百万円、長期借入金2,908百万
円、長期未払金82百万円に対して担保に供しております。
　上記の担保に供している資産には、太平洋炭礦㈱の銀行借入金を担保するため物上保証に供している
資産が含まれております。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額
減価償却累計額 15,575百万円

⑶　偶発債務
　金融機関からの借入又は取引に対する債務保証額は次のとおりであります。

太平洋炭礦㈱ 5,727百万円
⑷　土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価
を行っております。
　なお、再評価差額金については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31
日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし
て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しておりま
す。
・再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号による
ところの土地課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を行う方法、一部については同条第５号
によるところの鑑定評価による方法、ないし、同条第４号によるところの相続税路線価に合理的な調
整を行う方法により算出しております。

・再評価を行った年月日 平成14年３月31日
・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価が、再評価後の帳簿価額を上回っているので、

差額については開示しておりません。
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 77,834千株 －千株 70,051千株 7,783千株

（注）当社は平成29年10月１日を効力発生日として、当社普通株式10株につき１株の割合で株式併合を
実施したため、発行済株式の総数が70,051千株減少しております。

⑵　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 35千株 0千株 32千株 3千株

（注）１．普通株式の自己株式の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
２．当社は平成29年10月１日を効力発生日として、当社普通株式10株につき１株の割合で株式併合

を実施したため、自己株式が32千株減少しております。
⑶　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年６月29日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 233 3.0 平成29年３月31日 平成29年６月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　平成30年６月28日開催予定の定時株主総会において次のとおり付議いたします。

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
(百万円) 配当の原資 １ 株 当 た り

配 当 額(円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年６月28日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 233 利益剰余金 30.0 平成30年３月31日 平成30年６月29日
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４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取り組み方針
　当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、資金調達につ
いては銀行借入による方針であります。デリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動によるリスク
回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針としております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関し
ては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回収遅延債権については、定期的に各担
当役員へ報告を行い、個別に把握及び対応を行う体制としております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業等の株式であり、市場リスク（市場価格の変動リ
スク）に晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を
勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　差入保証金は、主に本社及び事業所建物の賃借契約に伴い預託している敷金及び保証金であり、取
引先等の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、差入先の信用状況を定期的に把握
することを通じて、リスクの軽減を図っております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。一部外貨
建てのものについては、市場リスク（為替の変動リスク）に晒されております。
　借入金のうち短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係
る資金調達であります。変動金利の借入金は、市場リスク（金利の変動リスク）に晒されておりま
す。
　受入保証金は、主に賃貸等不動産における賃貸契約等に基づき預託を受けている受入敷金等であ
り、当社グループの資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に
晒されております。
　長期未払金は、太平洋炭礦㈱より引受けた金融債務に関する未払金であります。当社グループの資
金調達に係る流動性リスクに晒されているほか、一部の市場価格（金利）の変動に伴う市場リスクに
晒されております。
　これら営業債務、借入金、受入保証金及び長期未払金の金銭債務は、各部署からの報告に基づき担
当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リスク及
び市場リスクを管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された
価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条
件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）
２．参照）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

⑴ 現 金 及 び 預 金 5,909 5,909 －

⑵ 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 5,246 5,246 －

⑶ 投 資 有 価 証 券 1,359 1,359 －

⑷ 差 入 保 証 金 2,051 1,809 △241

資 産 計 14,566 14,324 △241

⑸ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 3,136 3,136 －

⑹ 短 期 借 入 金
（１年内返済予定の長期借入金を除く） 5,378 5,378 －

⑺ 社 債
（１年内償還予定の社債を含む） 2,455 2,281 △173

⑻ 長 期 借 入 金
（１年内返済予定の長期借入金を含む） 4,636 4,663 27

⑼ 受 入 保 証 金 3,424 3,344 △80

⑽ 長 期 未 払 金 88 84 △4

負 債 計 19,120 18,890 △230

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産　　⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。

　　　　⑶　投資有価証券
　　　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

　　　　⑷　差入保証金
　　　対象資産について、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、そ

の将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした
利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負債　　⑸　支払手形及び買掛金、⑹　短期借入金（１年内返済予定の長期借入金を除く）
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。
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　　　　⑺　社債（１年内償還予定の社債を含む）、⑻　長期借入金（１年内返済予定の長期借入
金を含む）、⑼　受入保証金、⑽　長期未払金

対象負債について、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、そ
の将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした
利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非 上 場 株 式 71

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「⑶　投資有価証
券」には含めておりません。

３．その他
上記以外の連結貸借対照表に計上されている金融債権・債務につきましては、総資産に対する重
要性が乏しいため、注記を省略しております。
なお、連結注記表　２．連結貸借対照表に関する注記「⑶　偶発債務」において掲記している太
平洋炭礦㈱に関する債務保証の総額（債務保証損失引当金控除前）、時価及びその差額は次のと
おりであります。

総額 7,135百万円
時価 6,867百万円
差額 △267百万円

４．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現 金 及 び 預 金 5,899 － － －

受取手形及び売掛金 5,246 － － －

差 入 保 証 金 121 440 30 1,459

合 計 11,267 440 30 1,459

５．有利子負債の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短 期 借 入 金
（１年内返済予定の長
期 借 入 金 を 除 く ）

5,378 － － － － －

社 債
（１年内償還予定の社
債 を 含 む ）

628 422 422 647 336 －

長 期 借 入 金
（１年内返済予定の長
期 借 入 金 を 含 む ）

1,336 981 598 438 308 973

合 計 7,343 1,403 1,020 1,085 644 973

－ 8 －
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５．賃貸等不動産に関する注記
　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の関係会社では、東京都その他の地域において、賃貸施設等を有しております。当連結
会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,028百万円（主な賃貸収益は売上高に、主な
賃貸費用は売上原価に計上）、減損損失は25百万円（特別損失に計上）であります。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は次のとおりであります。

（単位：百万円）
当連結会計年度

（自　平成29年4月1日　　至　平成30年3月31日）
連結貸借対照表計上額

期首残高 13,406

期中増減額 375

期末残高 13,781

期末時価 15,882
（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ

ります。
２．期中増減額のうち、当連結会計年度の主な増加額は賃貸用マンション等の取得（615百万円）で

あり、主な減少額は減価償却費及び減損損失等（254百万円）であります。
３．期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価等に基づく金

額、その他物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基
づいて自社で算定した金額であります。

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,870円50銭
⑵　１株当たり当期純利益金額 65円31銭
（注）平成29年10月１日を効力発生日として、当社普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施し

たため、当連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１
株当たり当期純利益金額を算定しております。

７．その他の注記
　該当事項はありません。

－ 9 －
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個　別　注　記　表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式
　　移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）
・時価のないもの
　移動平均法による原価法

③　たな卸資産
　・商品及び製品（輸入炭を除く）、原材料及び貯蔵品
　　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
　・販売用不動産、商品及び製品のうち輸入炭、未成工事支出金
　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）
　　定率法

　　　ただし、平成11年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以
降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ２年～65年
機械装置 ５年～18年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウェア
　社内における利用可能期間（最長５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しております。
④　少額減価償却資産
　　取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、法人税等の規定に基づき、３年

間で均等償却を行っております。
⑶　引当金の計上基準

①　貸倒引当金
　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
②　賞与引当金
　　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

－ 10 －
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③　退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。
　　・退職給付見込額の期間帰属方法
　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、期間定額基準によっております。
　　・数理計算上の差異の費用処理方法
　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
④　債務保証損失引当金
　　債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上して

おります。
⑤　関係会社事業損失引当金
　　関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該関係会社の財政状態等を勘案し、必要と認められる

額を計上しております。
⑷　重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の処理方法
　　為替予約については振当処理の要件を充たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特

例処理の要件を充たしている場合は特例処理を行っております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　・ヘッジ手段　　為替予約
　　　ヘッジ対象　　外貨建仕入債務
　　・ヘッジ手段　　金利スワップ
　　　ヘッジ対象　　借入金
③　ヘッジ方針
　　主として当社のリスク管理方針に基づき、将来の為替相場及び金利変動リスクの回避のためにヘッ

ジを行っております。
④　ヘッジ有効性評価の方法
　　振当処理の要件及び特例処理の要件をもって、有効性の判定に代えております。

⑸　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理
　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ

れらの会計処理の方法と異なっております。
②　消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

－ 11 －
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２．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

現金及び預金（定期預金） 200百万円
リース債権 548百万円
建物 3,448百万円
構築物 6百万円
機械及び装置 20百万円
土地 5,949百万円
投資有価証券 220百万円
敷金及び保証金 1,980百万円
保険積立金 108百万円

・担保付債務
買掛金 0百万円
短期借入金 1,742百万円
１年内返済予定の長期借入金 1,066百万円
長期借入金 2,837百万円
受入敷金保証金 1,980百万円
長期未払金 82百万円
上記の担保に供している資産には、太平洋炭礦㈱の銀行借入金を担保するため物上保証に供してい

る資産が含まれております。
⑵　有形固定資産の減価償却累計額

減価償却累計額 6,657百万円
⑶　偶発債務

①　金融機関からの借入又は取引に対する債務保証額は次のとおりであります。
太平洋炭礦㈱ 5,727百万円

②　関係会社である訓子府石灰工業㈱及び太平洋フーズ㈱の賃貸借契約2件について、賃借人である訓
子府石灰工業㈱及び太平洋フーズ㈱の支払賃料債務不履行に対して連帯保証を行っております。な
お、当事業年度末における支払賃料の延滞はありませんので、保証債務残高は開示しておりません。

－ 12 －
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⑷　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①　短期金銭債権 106百万円
②　短期金銭債務 78百万円
③　長期金銭債務 2,187百万円

⑸　土地の再評価
　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価
を行っております。
　なお、再評価差額金については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31
日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし
て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しておりま
す。
・再評価の方法
　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号によると
ころの土地課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を行う方法、一部については同条第５号によ
るところの鑑定評価による方法、ないし、同条第４号によるところの相続税路線価に合理的な調整を行
う方法により算出しております。
・再評価を行った年月日 平成14年３月31日
・再評価を行った土地の当期末における時価が、再評価後の帳簿価額を上回っているので、差額につい

ては開示しておりません。

３．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

①　売上高 1,305百万円
②　仕入高 740百万円
③　営業取引以外の取引高 125百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 35千株 0千株 32千株 3千株

（注）１．普通株式の自己株式の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
２．当社は平成29年10月１日を効力発生日として、当社普通株式10株につき１株の割合で株式併合

を実施したため、自己株式が32千株減少しております。

－ 13 －
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５．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

繰延税金資産
　　賞与引当金 25百万円
　　退職給付引当金 85百万円
　　未払事業税 12百万円
　　減価償却超過額 0百万円
　　投資有価証券評価減 153百万円
　　減損損失 233百万円
　　債務保証損失引当金 418百万円
　　資産除去債務 5百万円
　　関係会社事業損失引当金 10百万円
　　その他 12百万円
繰延税金資産小計 958百万円
評価性引当額 △831百万円
繰延税金資産合計 126百万円
繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金 △257百万円
　　その他 △0百万円
繰延税金負債合計 △258百万円
繰延税金資産（△は負債）の純額 △132百万円

６．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称 所 在 地
資 本 金 又
は 出 資 金
(百 万 円)

事 業 の
内 容

議 決 権 等
の 所 有
(被 所 有)
割 合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

子会社
㈱太平洋
シルバー
サービス

東京都
台東区 25

有料老
人ホー
ム

所有
　　直接

100.00

事業用資
産の賃貸

事業用資
産の賃貸
に伴う保
証金の受
け入れ

－ 受 入 敷 金
保 証 金 2,070

役員の兼任
賃貸料の
収受
（注①）

630 前 受 金 52

－ 14 －
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⑵　役員及び個人主要株主等

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名 所 在 地

資 本 金 又
は 出 資 金
(百 万 円)

事 業 の
内 容
又は職業

議 決 権 等
の 所 有
(被 所 有)
割 合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

当社役員 板 垣 好 紀 － － 当社代表
取 締 役

被所有
　　直接

0.11
被債務保証

当 社 の 引
受 債 務 に
対 す る 被
債 務 保 証
（注②）

82 － －

（注）１．上記⑴　⑵の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等
を含めております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
　①　賃貸料の収受については、市場動向や取引事例等を勘案し、取引先と交渉のうえ決定しており

ます。
　②　当社は引受債務に対して上記取締役より債務保証を受けております。なお、保証料の支払いは

行っておりません。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,355円53銭
⑵　１株当たり当期純利益金額 49円98銭
（注）平成29年10月１日を効力発生日として、当社普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施し

たため、当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当
たり当期純利益金額を算定しております。

８．連結配当規制適用会社に関する注記
　該当事項はありません。

９．その他の注記
　該当事項はありません。
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